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１．第7次医療計画について 

厚生労働省からの情報提供 

http://www.mhlw.go.jp/


救急医療の提供体制における見直しの概要 

○ 円滑な受入体制の整備やいわゆる出口問題へ対応するため、救急医療機関とかかりつけ医や介護施設等の関係機関との
連携・協議する体制を構築する。また、日頃からかかりつけ医を持つこと、救急車の適正利用等についての理解を深めるため
の取組みを進める。 

○ 救命救急センターの充実段階評価を見直し、地域連携の観点を取り入れる。併せて、救急医療機関について、数年間、受入
れ実績が無い場合には、都道府県による指定の見直しを検討する。 

○ 初期救急医療機関の整備とともに休日夜間対応できる薬局、精神科救急と一般救急との連携等をさらに進める。 

【概要】 

 
 
  平成２７年度 
   救命救急センターの充実段階評価 

Ａ評価：269ヵ所 
Ｂ評価：１ヵ所 
Ｃ評価：１ヵ所 

八王子消防署資料より一部改変 

○ 高齢者及び高齢者施設等の利用者への安全な救急搬送体制を確保するため、八王子消防署
と八王子市救急業務連絡協議会で調整、“八王子市高齢者救急医療体制広域連絡会”を設置。 

・八王子市救急業務連絡協議会 
・救命救急センター・救急センター 
・介護療養型病院 
・医療療養型病院 
・八王子施設長会 
・八王子社会福祉法人代表者会 
・八王子特定施設連絡会 
・精神科病院 
・八王子介護支援専門員 
 連絡協議会 
・八王子介護保険サービス事業者 
 連絡協議会 
・高齢者あんしん相談センター 
・八王子医師会 
 

八王子市高齢者救急医療体制広域連絡会 

自宅、高齢者施設、救急
隊、急性期医療機関、慢
性期医療機関、市のそれ
ぞれについて推奨事項や
努力事項が示された。 
 
このうち、「自宅/高齢者施
設」の推奨事項として、「救
急医療情報の作成」を行う
こととなった。 

※行政だけでなく、様々な機関 

    が参加していることが特徴。 

・八王子市 
・町会自治会連合会 
・八王子消防署 
・八王子薬剤師会 
・八王子老人保健施設協議会 
・八王子市赤十字奉仕団 
・八王子市 
 民生委員児童委員協議会 
・八王子市社会福祉協議会 

全２０団体 

八王子市の例 

円滑な救急搬送や受入体制を確保するため、医療機関と介護施設等の
連携を推進する。 

評価基準 
 C評価： 
  是正を要する項目が３年以上継続して22点以上の場合 
 B評価： 
  是正を要する項目が２年間継続して22点以上の場合 
 A評価： 
  B、C評価以外 

（平成26年度実績） 

平成27年度は、ほとんどの救命救急セン
ターの充実段階評価がA評価となってい

る。さらなる機能の充実を図るため、地域
連携の評価を含め、救急救命センター充
実段階評価を見直す。 

救急医療機関と関係機関との連携・協議体制の構築 救命救急センターの充実段階評価の見直し 

3 



1   専従医師数 
2   １のうち、救急科専門医数 

3 
3.1 休日及び夜間帯における医師数 

3.2 休日及び夜間帯における救急専従医師数 

4   救命救急センター長の要件 

5   転院及び転棟の調整を行う者の配置 

6   診療データの登録制度への参加と自己評価 

7 
7.1 年間に受け入れた重篤患者数（来院時）（別表） 

7.2 地域貢献度 

8   
救命救急センターに対する消防機関からの搬送受入要
請への対応状況の記録及び改善への取組 

9   救急外来のトリアージ機能 
10   電子的診療台帳の整備等 
11   内因性疾患への診療体制 
12   外因性疾患への診療体制 
13   精神科医による診療体制 
14   小児（外）科医による診療体制 
15   産（婦人）科医による診療体制 
16   医師事務作業補助者の有無 
17   薬剤師の配置 
18   臨床工学技士の配置 

25   救命救急センターを設置する病院の年間受入救急車搬送人員 

26   
救命救急センターを設置する病院に対する消防機関からの搬
送受入要請への対応状況の記録及び改善への取組 

27   院内急変への診療体制 

28   脳死判定及び臓器・組織提供のための整備等 

29   救急医療領域の人生の最終段階における医療の整備 

30   救急医療領域の虐待に関する整備 
31   地域の救急搬送 
32   地域の関係機関との連携 

33   
都道府県メディカルコントロール協議会又は地域メディカルコン
トロール協議会等への関与又は参画 

34   救急医療情報システムへの関与 

35   ウツタイン様式調査への協力状況 

36   メディカルコントロール体制への関与 

37 
37.1 救急救命士の挿管実習および薬剤投与実習の受入状況 
37.2 救急救命士の病院実習受入状況 

38   臨床研修医の受入状況 

39   専攻医の受入状況 
40   医療従事者への教育 
41    災害に関する教育 
42    災害に関する計画の策定 

充実段階評価の項目の見直しについて① 

評価項目：４５項目（１００点）、是正を要する項目：２０項目 
太字・斜字部分が新規追加または細分化した項目。 

オレンジ塗り 是正を要する項目 

19   医師及び医療関係職と事務職員等との役割分担 

20   CT・MRI検査の体制 
21   手術室の体制 

22   救命救急センターの機能及び診療体制等に関する会議 

23   第三者による医療機能の評価 
24   休日及び夜間勤務の適正化 

〈評価期間〉 平成30年実績（平成30年１月から平成30年12月）の評価より行う。
（※従前の各年度の実績から、各年の実績に変更。） 



新たにＳ評価を創設し、Ｓ評価、Ａ評価、Ｂ評価、Ｃ評価の４段階の評価とする。 

２．充実段階評価の評価区分の見直しについて② 

【（旧）評価区分】 

是正を要する項目（点数） 

A B C 

Ｂ，Ｃ以外 
２２点以上 
２年間継続 

２２点以上 
３年間継続 

【（新）評価区分】 

区分の評価基準は、「是正を要する項目」と「評価点」ともに段階的に
引き上げることとする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 試行調査を踏まえ、９項目以上をＣ評価とする。 
• Ｓ評価は０項目、Ａ評価とＢ評価はその中間を基準とする。 

是正を要する項目 

• Ｓ評価の基準は、全項目２点（適切に行われている）であ
る９０点とする。 

評価点 

＜評価区分＞ 
Ｓ評価：秀でている 
Ａ評価：適切に行われている 
Ｂ評価：一定の水準に達している 
Ｃ評価：一定の水準に達していない 

  

是正を要する項目（項目数） 

a評価 a評価 b評価 c評価 
0 １～４ ５～８ ９～２０ 

評
価
点 

s評価 
S A B   

９０－１００ 

a評価 
Ａ A B C 

７２～８９ 

b評価 
Ａ A B C 

３６～７１ 

c評価 
Ａ A B C 

０～３５ 



医療計画で求められるMC協議会の協議事項 

 
 

○  救急救命士等の行う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、事後検証等によって随

時改訂すること 

○  実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送するためのプロトコールを策定

し、事後検証等によって随時改訂すること 

○  医師から救急救命士に対する直接指示・助言体制が確立されていること 

○  救急救命士等への再教育を実施すること 

○  ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、地域において定期的に検討すること 

○  ドクターヘリや消防防災ヘリコプター等の活用に際しては、関係者の連携について協議する場

を設け、効率的な運用を図ること 

○  地域包括ケアシステムの構築に向け、第二次救急医療機関等の救急医療機関、かかりつけ医

や介護施設等の関係機関が連携・協議する体制を、メディカルコントロール協議会等を活用して

構築し、より地域で連携したきめ細やかな取組を進めること 

○  必要に応じて年間複数回以上協議会を開催すること 
6 

（「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」 
平成29年3月31日医政地発0331第３号厚生労働省地域医療計画課長通知） 



連携を踏まえた救急医療情報の活用 

八王子消防署資料より作成 

八王子市の例 

○高齢者及び高齢者施設等の利用者への安全な救急搬送体制を確保するため、八王子消防署と 
八王子市救急業務連絡協議会で調整、“八王子市高齢者救急医療体制広域連絡会”を設置。 

・八王子市救急業務連絡協議会 

・救命救急センター・救急センター 

・介護療養型病院 

・医療療養型病院 

・八王子施設長会 

・八王子社会福祉法人代表者会 

・八王子特定施設連絡会 

・精神科病院 

・八王子介護支援専門員 

 連絡協議会 

・八王子介護保険サービス事業者 

 連絡協議会 

・高齢者あんしん相談センター 

・八王子医師会 

 

八王子市高齢者救急医療体制広域連絡会 

【検討項目】 
・高齢傷病者の急性期医療に対する搬送システム及び早期受入体制の確立 

・高齢傷病者の慢性期医療の対応、施設在宅における支援体制について 

・本会参画機関の連携強化 

・提携医療機関の連携強化 

・参画機関職員の技能維持向上 

・救命講習等の普及推進 

・高齢者の事故防止対策及び救急車の有効活用の創造 

自宅、高齢者施設、
救急隊、急性期医療
機関、慢性期医療機
関、市のそれぞれに
ついて推奨事項や努
力事項が示された。 
 
このうち、「自宅/高齢

者施設」の推奨事項
として、「救急医療情
報の作成」を行うこと
となった。 

※行政だけでなく、様々な機関
が参加していることが特徴。 
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・八王子市 

・町会自治会連合会 

・八王子消防署 

・八王子薬剤師会 

・八王子老人保健施設協議会 

・八王子市赤十字奉仕団 

・八王子市 

 民生委員児童委員協議会 

・八王子市社会福祉協議会 

全２０団体 



消防救急車以外の患者搬送手段の活用例 

＜葛飾区医師会HPより＞ 

 
＜在宅医療サポート搬送入院システム＞ 
 

 在宅で療養生活を送る高齢の区民
の方などを支援する事業です。 

 在宅療養中、病院での治療が必要
になったときに、区内の病院が持って
いる病院救急車で、区内医療機関へ
搬送します。 

 事前に、かかりつけ医と病気や療養、
あなたや家族の希望する医療につい
て話し合いを行い、本事業の利用を
検討・登録してください。 



 
10～15の自治体 （自治体職員、在宅医療関係者、救急医療関係者等）を対象に、 
グループワークを実施。 

 ・連携ルールの内容検討  
 ・連携ルール運用までの工程表の策定 に取り組むための支援を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜背景・課題＞ 本人の意思に反した（延命を望まない患者の）救急搬送が散見 
    国民の多くが人生の最期を自宅で迎えることを希望している。一方、高齢者の救急搬送件数も年々増加し、また大半は、人生の最終段階にお

ける医療等について、家族と話し合いを行っていない。このような背景を踏まえると、今後、本人の意思に反した救急搬送が増加する懸念がある。 
 
 

＜対策＞ 患者の意思を関係機関間で共有するための連携ルールの策定支援 
   先進自治体では、在宅医療関係者と救急医療関係者の協議の場を設け、救急搬送時の情報共有ルールの設定や、住民向け普及啓発に取り組
んでいる。こうした先進事例をもとに、複数の自治体を対象としたセミナーを実施し、連携ルール策定のための重点的な支援を行う。また、本取組に
ついて全国的な横展開を推進していくことで、人生の最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備する。 

 

・既に連携ルールを運
用している先進自治体
の取組（連携ルールの
運用に至る工程、課
題）を分かりやすく紹介 

在宅医療・救急医療連携セミナー 

 
 

・有識者や先進自治体
の支援のもと、連携
ルールの検討や工程表
策定についてグループ
ワークを実施。 

予め、 
本人の意向を 
家族やかかりつ
け医等と共有し、 
人生の最終段階
における療養の
場所や医療につ
いて、本人の意
思が尊重される
取組を推進 

 

本人の意思に反し
た搬送例が散見 

 

連携ルール運用に至るまでの手順や、運用後の課題等をとりまとめ、 

全国の自治体に情報提供することで、参加自治体以外への横展開を推進 

 
救急医療、消防、在宅医
療機関が、患者の意思
を共有するための連携
ルール等の策定を支援 

問題意識 

対策 

先進事例の紹介 
 
 

・セミナーで策定した
工程表の実施状況や
課題を把握し、工程
表の改善等を支援。 

有識者による 
 策定支援 

継続的な 
フォローアップ 

方向性 

ルールに沿っ
た情報共有 

在宅医療・救急医療連携セミナー 

全国的な横展開の推進 



２．平成30年度診療報酬改定について 

厚生労働省からの情報提供 

http://www.mhlw.go.jp/


三
次
救
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二
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救
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を
要
す
る
救
急
医
療
） 

初
期
救
急
医
療 

【夜間休日救急搬送医学管理料
（救急搬送看護体制加算）】 

二次救急医療機関における専任の
看護師の配置の評価を新設 

【救命救急入院料 
（救急体制充実加算）】 

救命救急センターの充実段階評
価の見直しに伴い、救命救急入
院料の充実段階評価に係る加算
を見直し 

【夜間看護体制特定日減算】 

病床規模の小さい病院において、夜間
の救急外来を病棟の看護職員が一時
的に対応したことにより、病棟の看護
体制が基準を満たさなくなった場合の
減算評価を新設 

【院内トリアージ実施料】 
院内トリアージに係る評価
を充実 

救急医療体制の充実 
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平成30年度診療報酬改定 

http://2.bp.blogspot.com/-LOjEN9FxWD0/WI1zI6HDEFI/AAAAAAABBWs/y_IOFjlzqB8aOzKFev9mUgs7jhk3d1EZwCLcB/s800/car_side_kyukyusya.png
http://3.bp.blogspot.com/-mLSGAuLw3bs/VGLLE1qMDJI/AAAAAAAAot0/fpLwUBXxzKA/s800/chiryou_syochi_boy.png
http://2.bp.blogspot.com/-3Yq4chqAbIA/VIhOoVZOgII/AAAAAAAApfE/W2u5_NaF8aw/s800/helicopter_doctor.png


救急医療の充実 

救命救急入院料における充実段階評価の見直し 

 救命救急センターの充実段階評価の見直しに伴い、救命救急入院料の充実段階評価に係る加
算を見直す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

現行（救命救急入院料の加算） 

 

 

充実段階評価Ａ   1,000点（１日につき） 

 
充実段階評価Ｂ    500点（１日につき） 

改定後（救命救急入院料の加算） 

イ 救急体制充実加算１   1,500点（１日につき） 

  ※ 充実段階評価Ｓ 

ロ 救急体制充実加算２   1,000点（１日につき） 

  ※ 充実段階評価Ａ 

ハ 救急体制充実加算３    500点（１日につき） 

  ※ 充実段階評価Ｂ 

平成30年度診療報酬改定 

 二次救急医療機関における重症救急患者の受入れに対応するため、専任の看護師を配置してい
る場合の評価を、夜間休日救急搬送医学管理料に新設する。 

(新)  救急搬送看護体制加算    200点 
 

 院内トリアージ実施料の評価を充実する。 
  

 

［施設基準］ 
 ① 救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプターによる

搬送件数が、年間で200件以上であること。 
 ② 専任の看護師が配置されていること。 

現行 

【院内トリアージ実施料】  
院内トリアージ実施料                 100点 

改定後 

【院内トリアージ実施料】  
院内トリアージ実施料                 300点 

夜間救急における外来看護体制の充実 
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※ 新たな充実段階評価の結果が平成30年度末に公表予定であることから、平成31年３月31日までは現行の
評価を継続し、平成31年４月１日より改訂後の評価を適用する。 



 小規模病院における夜間救急外来対応 

 病床規模の小さい病院において、一時的に夜間の救急外来を病棟の看護職員が対応したことに
より病棟の看護体制が２名を満たさなくなった場合の入院基本料の減算評価を新設する。 

(新) 夜間看護体制特定日減算 
    （入院料（※）の100分の５に相当する点数を減算） 
［算定要件］ 

  年６日までかつ当該算定日が属する月が連続２月まで算定できる。 
 ［施設基準］ 
 ① 許可病床数が100床未満であること。 
 ② 減算日は、当該病棟における夜勤を行っている看護職員が、夜間

救急外来対応のため一時的に救急外来で勤務したことにより、当該
病棟における夜勤を行う看護職員の数が２未満となった日。 

※ 一般病棟入院基本料、結核病棟入院基本料、精神病棟入院基本料、専門病
院入院基本料、障害者施設等入院基本料、地域包括ケア病棟入院料 

 ③ 救急外来での対応のため一時的に病棟を離れた看護職員を除き、 
   当該病棟の入院患者数が３１人以上の場合、当該病棟における夜勤を

行う看護職員及び看護補助者の数は、看護職員１を含む２以上とし、当
該病棟の入院患者数が30人以下の場合、当該病棟における夜勤を行う
看護職員の数は１以上であること。 

 

３階病棟 （一般病棟） 入院患者数：32人 
［施設基準］ 
夜間は、病棟に看護職員２名以上の配置が必要 看護職員 看護職員 

２階病棟 （一般病棟） 入院患者数：32人 
［施設基準］ 
夜間は、病棟に看護職員２名以上の配置が必要 看護職員 

１階病棟 （療養病棟） 入院患者数：35人 
［施設基準］ 
夜間は、病棟に看護職員１名を含む看護要員２名以上の配置が必要 看護職員 看護補助者 

看護職員 

看護補助者 

外来へ 

（許可病床数：99床） 

現
行 

病棟の看護職員が１名となり、施設基準を満たさな
いため、入院料の変更届出が必要となる場合がある。 

夜間に病棟の看護職員が、 
一時的に病棟を離れ、救急外来で勤務する場合 

改
定
後 

病棟に看護職員１名と看護補助者１名が残っている
ため、当該日のみ夜間看護体制特定日減算を算定
する。 

算定の例 

小規模病院の救急外来体制の確保 
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平成30年度診療報酬改定 



３．「人生の最終段階における医療の決定プロセ
スに関するガイドライン」の改訂について 
 

厚生労働省からの情報提供 

http://www.mhlw.go.jp/


「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」の改訂について 
（平成30年３月14日公表） 

 
① 病院における延命治療への対応を想定した内容だけではなく、在宅医療・介護の現場で活用できるよう、次の 
 ような見直しを実施 
 ・ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」に名称を変更 
 ・ 医療・ケアチームの対象に介護従事者が含まれることを明確化 
 

② 心身の状態の変化等に応じて、本人の意思は変化しうるものであり、医療・ケアの方針や、どのような生き方 
 を望むか等を、日頃から繰り返し話し合うこと（＝ＡＣＰの取組）の重要性を強調 
 

③ 本人が自らの意思を伝えられない状態になる前に、本人の意思を推定する者について、家族等の信頼できる 
 者を前もって定めておくことの重要性を記載 
 

④ 今後、単身世帯が増えることを踏まえ、③の信頼できる者の対象を、家族から家族等（親しい友人等）に拡大 
 

⑤ 繰り返し話し合った内容をその都度文書にまとめておき、本人、家族等と医療・ケアチームで共有することの 
 重要性について記載 

  
○ 富山県射水市民病院の人工呼吸器取り外し事件を踏まえ、平成19年に策定された「終末期医療の決定プロセ 
 スに関するガイドライン」（平成27年に「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」 に名称変更）
は、その策定から約10年が経過しており、 
  ・ 高齢多死社会の進行に伴い、地域包括ケアシステムの構築に対応したものとする必要があること 
  ・ 英米諸国を中心として、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の概念を踏まえた研究・取組が普及してきてい 
   ること 
 を踏まえ、ガイドラインの見直しを行う必要がある。 

１．見直しの必要性 

２．主な見直しの概要 



本人や 
家族等※と十
分に話し合

う 

本人の意思が 
確認できる 

本人と医療・ケアチームとの合意形

成に向けた十分な話し合いを踏まえ

た、本人の意思決定が基本 

・心身の状態等により医療・ 
 ケア内容の決定が困難 
 

・家族等※の中で意見が 
   まとまらないなどの場合 
 

 

→複数の専門家で構成する 
 話し合いの場を設置し、 
 方針の検討や助言 

本人の推定意思を尊重し、 

本人にとって最善の方針をとる 

本人にとって最善の方針を 

医療・ケアチームで慎重に判断 

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」 
意思決定支援や方針決定の流れ（イメージ図） （平成30年版） 

人生の最終段階における医療・ケアについては、医師等の医療従事者から本人・家族等へ適切な情報の提供と説明がなされた上で、介護従事
者を含む多専門職種からなる医療・ケアチームと十分な話し合いを行い、本人の意思決定を基本として進めること。 

本人の人生
観や価値観
等、できる
限り把握 

 ･家族等※が本人の 
 意思を推定できる 

主なポイント 

･家族等※が本人の 
 意思を推定できない 
･家族がいない 

本人の意思が 
確認できない 

話し合った
内容を都度
文書にまと
め共有 

※本人が自らの意思を伝えられない状態になる可能性があることから、話し合いに先立ち 
 特定の家族等を自らの意思を推定する者として前もって定めておくことが重要である。 
※家族等には広い範囲の人(親しい友人等)を含み、複数人存在することも考えられる。 

心身の状態に応じて意思は変化しうるため 
繰り返し話し合うこと 

人生の最終段階における 
医療・ケアの方針決定 



人生の最終段階における医療・ケアの普及・啓発の在り方に関する報告書 
（平成30年３月29日公表） 

  
○ 人生の最終段階において、本人の意思に沿った医療・ケアが行われるようにするためには、人生の最終段階  
 における医療・ケアについて繰り返し話し合う取組が、医療・介護現場だけではなく、国民一人一人の生活の中 
 に浸透し、「生を全うする医療・ケアの質」を高めていくことが必要。 
 
○ このため、国民全体が、人生の最終段階における医療・ケアについて、アドバンス・ケア・プランニング（ACP）※ 

 等の概念を盛り込んだ意思決定及びその支援の取組の重要性について、一層の普及・啓発が必要。 
 
  ※ 人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロセス 

普及・啓発の目的と必要性 

 
普及・啓発は、対象の属性に応じ、提供する情報の内容や支援方法を次のとおり分けて検討することが必要。 
 

 ① 人生の最終段階における医療・ケアの在り方を自分ごととして考える時期にある方 
 

 ・ 心身の状態に応じた医療・ケアの内容に関する事項 
 

 ・ 本人の意思の共有にあたり留意すべき事項 等 
 

 【医療機関・介護施設】医療・ケアチームによる、医療・介護サービスの提供の機会を通じた情報提供 等 
 

 ② ①の方を身近で支える立場にある家族等 
 

 ・ ①に掲げる事項 
 

 ・ 身近な方の人生の最終段階における医療・ケアの方針決定に関わるにあたり、留意すべき事項 
 

 【医療機関・介護施設】医療・ケアチームによる、医療・介護サービスの提供の機会を通じた情報提供 等 
 

 

普及・啓発の内容・方法 



人生の最終段階における医療・ケアの普及・啓発の在り方に関する報告書 

普及・啓発の内容・方法（続き） 

普及・啓発における留意事項 

③ 本人や家族等を支える医療・ケアチーム 
 

 ・ 意思決定支援に必要な知識・技術に関する事項（新ガイドラインの内容等） 
 

 ・ ①・②の方に掲げる事項を本人や家族等に伝達するにあたり、留意すべき事項 等 
 

 【国、地方自治体、医療・介護関係団体】新ガイドラインの普及、研修会の開催 等 
 

④ 国民全体 
 

・ 本人や身近な人のもしものときに備えて、日頃から考え、家族等の信頼できる者と繰り返し話し合いを 
行い、その内容を共有しておくことが重要であること 
 

 【国】記念日の制定やこの日に合わせたイベントの開催、関連情報のポータルサイトやeラーニング 
        等の学習サイトの開設、ACPについて国民に馴染みやすい名称の検討 

 

 【地方自治体】リーフレットの配布、市民向けのセミナーの開催 
 

 【民間団体】結婚、出産、介護保険加入、介護休業、退職等のライフイベントに関連する手続きの機会を 
    通じたリーフレットの配布、セミナーの開催 
 【教育機関】学校における生命や医療・ケアに関する授業や講義の機会を通じ、人生の最終段階における 
    医療・ケアに関する教育 等 

 

○ 誰もが日常的に話し合える環境づくりを進めることが重要であること 
○ 国民一人一人が、希望する人生の最終段階を迎えることができるようにするために行うものであり、決して 
  医療費削減、営利目的等のために行うべきものではないこと 
○ あくまで個人の主体的な取組によって考え、決定されるものであり、知りたくない、考えたくない、文書に 
  まとめたくないという方への十分な配慮が必要であること  
○ ACPは、これまで既に、人生の最終段階に至る前の段階から、価値観、人生観も含めた十分なコミュニケー   
  ションを踏まえて医療・ケアの内容が決定されてきた実態の延長線上にあること 等 



４．「救急・災害医療提供体制等の在り方に関す
る検討会」について 

厚生労働省からの情報提供 

http://www.mhlw.go.jp/


構成員 

検討のスケジュール 

（１） ドクターヘリの安全運航等の在り方を含めた救急医療
提供体制の在り方について 
（２） DMAT事務局の組織・運用の在り方を含めた災害医療
提供体制の在り方について 
（３） 広域災害・救急医療情報システムの在り方について 
（４） その他、救急・災害医療提供体制等の在り方について 

 

本検討会の検討事項 

「救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会」について 
• 平成３０年度から各都道府県において第７次医療計画が策定され、救急医療提供体制については地域連携の取組や救急医療機関の充実
に向けた見直しを、災害医療提供体制についてはコーディネート体制や連携体制等の構築に向けた見直し等を進めているが、更にこれら
の医療の充実を図っていく必要がある。 

•  救急医療については、地域の実情に応じた体制構築にあたり、出動件数が増加しているドクターヘリの安全運航の在り方や、救命救急セ
ンターを含む救急医療体制の在り方等について検討が必要である。 

• 災害医療については、今後発生が予想される南海トラフ地震、首都直下地震にも対応が可能な体制構築するにあたり、DMAT事務局の組
織・運用の在り方や、広域災害・救急医療情報システムの在り方等について検討が必要である。 

• 上記を含めた、救急・災害医療提供体制等の課題について検討することを目的として、本検討会を設置する。 

（※五十音順） （計16名） 

  氏 名 所 属・役 職 

  阿真 京子 一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会代表 

  石川 広己 公益社団法人日本医師会常任理事 

  猪口 正孝 公益社団法人全日本病院協会常任理事 

  遠藤 久夫 国立社会保障・人口問題研究所所長 

  大友 康裕 東京医科歯科大学大学院救急災害医学分野教授 

  岡留 健一郎 一般社団法人日本病院会副会長 

  加納 繁照 一般社団法人日本医療法人協会会長 

  坂本 哲也 一般社団法人日本臨床救急医学会代表理事 

  島崎 謙治 政策研究大学院大学教授 

  嶋津 岳士 大阪大学大学院医学系研究科救急医学教授 

  中板 育美 公益社団法人日本看護協会常任理事 

  野口 宏 愛知医科大学名誉教授 

  森村 尚登 東京大学大学院医学系研究科救急科学教授 

  山崎 學 公益社団法人日本精神科病院協会会長 

  山本 光昭 兵庫県健康福祉部長 

  橫田 裕行 一般社団法人日本救急医学会代表理事 
◎：座長 

◎ 

◆第１回（平成30年４月６日） 

1. 本検討会開催の趣旨について 
2. 救急医療に係る検討会の報告書への取組状況について 
3. 災害医療に係る検討会の報告書への取組状況について 

4. 災害対応における組織体制について 

◆第２回（平成30年４月20日）  

1. 前回の議論内容のまとめ 
2. ＤＭＡＴ事務局の在り方について 

3. 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）について 

◆第３回（平成30年５月30日） 

1. 前回の議論内容のまとめ 
2. ドクターヘリ等多様な患者搬送手段について 

3. ドクターヘリの安全運行について                        20 



５．その他 

厚生労働省からの情報提供 

http://www.mhlw.go.jp/


救急救命処置検討委員会 
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今年度から救急救命処
置の拡大等の新規要
望・提案の受付開始。 



① メディカルコントロール体制強化事業 平成29年度予算額 109,788千円 
 

【事業目的】 
  メディカルコントロール協議会に地域の救急医療の実情に精通した医師を配置し、救急搬送困難事例の解消等を 
 図り、円滑な救急搬送受入体制を構築するなど、メディカルコントロール体制強化を図るため、医師を配置するた 
 めに必要な経費等について財政支援を行うもの。 
 
【事業概要】 
 ○補助先   都道府県 
 ○対象経費  報酬、給料、職員手当等、法定福利費、賃金、諸謝金、報償費、需用費、役務費、通信運搬費、 
       備品購入費、使用料及び賃料、旅費、広報経費、研修費、委託料 
 ○基準額   43,915千円 ○補助率 １／２（国１／２、都道府県１／２） 
 

② 搬送困難事例受入医療機関支援事業  平成29年度予算額 271,111千円 
 

【事業目的】 
  長時間搬送先が決まらない救急患者を一時的であっても受け入れる医療機関を確保し、搬送困難事例解消、地域に 
 おける円滑な救急医療体制の構築を図るため、救急患者を確実に受け入れるために必要な体制（空床等）を確保する 
 医療機関に対し、必要な経費等について財政支援を行うもの。 
 
【事業概要】 
 ○補助先   都道府県（間接補助先：医療機関） 
 ○対象経費  報酬、給料、職員手当等、法定福利費、賃金、諸謝金、報償費、需用費、役務費、通信運搬費、 
       医療機器等備品購入費、使用料及び賃料、旅費、自動車維持費、空床確保経費※1 

            ※1 必ず救急患者を受け入れる医療機関が対象 

 ○基準額     １医療機関あたり 76,285千円(※1)、12,621千円(※2) 
            ※1 必ず救急患者を受け入れる医療機関が対象 ※2 一時的であっても救急患者を受け入れる医療機関が対象 

 ○補助率   １／３（国１／３、都道府県１／３、医療機関１／３） 

救急医療体制強化事業   平成29年度予算額 380,899千円 


